
○健康増進法 (平成 14 年法律第 103 号 平成 15年 5 月 1日施行）抜粋 

 

(都道府県による専門的な栄養指導その他の保健指導の実施) 

第 18 条 都道府県、保健所を設置する市及び特別区は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 住民の健康の増進を図るために必要な栄養指導その他の保健指導のうち、特に専門的な

知識及び技術を必要とするものを行うこと。 

二 特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する施設に対し、栄養管理の実施につい

て必要な指導及び助言を行うこと。 

三 前二号の業務に付随する業務を行うこと。 

2 都道府県は、前条第 1 項の規定により市町村が行う業務の実施に関し、市町村相互間の連絡

調整を行い、及び市町村の求めに応じ、その設置する保健所による技術的事項についての協

力その他当該市町村に対する必要な援助を行うものとする。 

 

(栄養指導員) 

第 19 条 都道府県知事は、前条第 1項に規定する業務(同項第一号及び第三号に掲げる業務に

ついては、栄養指導に係るものに限る。)を行う者として、医師又は管理栄養士の資格を有する

都道府県、保健所を設置する市又は特別区の職員のうちから、栄養指導員を命ずるものとする。 

 

(特定給食施設の届出) 

第 20 条 特定給食施設(特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する施設のうち栄養管

理が必要なものとして厚生労働省令で定めるものをいう。以下同じ。)を設置した者は、その事業

の開始の日から一月以内に、その施設の所在地の都道府県知事に、厚生労働省令で定める事

項を届け出なければならない。 

2 前項の規定による届出をした者は、同項の厚生労働省令で定める事項に変更を生じたときは、

変更の日から一月以内に、その旨を当該都道府県知事に届け出なければならない。その事業

を休止し、又は廃止したときも、同様とする。 

 

(特定給食施設における栄養管理) 

第 21 条 特定給食施設であって特別の栄養管理が必要なものとして厚生労働省令で定めるとこ

ろにより都道府県知事が指定するものの設置者は、当該特定給食施設に管理栄養士を置かな

ければならない。 

2 前項に規定する特定給食施設以外の特定給食施設の設置者は、厚生労働省令で定めるところ

により、当該特定給食施設に栄養士又は管理栄養士を置くように努めなければならない。 

3 特定給食施設の設置者は、前2項に定めるもののほか、厚生労働省令で定める基準に従って、

適切な栄養管理を行わなければならない。 

 

 

 



(指導及び助言) 

第 22条 都道府県知事は、特定給食施設の設置者に対し、前条第 1項又は第 3項の規定による

栄養管理の実施を確保するため必要があると認めるときは、当該栄養管理の実施に関し必要な

指導及び助言をすることができる。 

 

(勧告及び命令) 

第 23条 都道府県知事は、第21条第1項の規定に違反して管理栄養士を置かず、若しくは同条

第 3 項の規定に違反して適切な栄養管理を行わず、又は正当な理由がなくて前条の栄養管理

をしない特定給食施設の設置者があるときは、当該特定給食施設の設置者に対し、管理栄養

士を置き、又は適切な栄養管理を行うよう勧告をすることができる。 

2 都道府県知事は、前項に規定する勧告を受けた特定給食施設の設置者が、正当な理由がなく

てその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該特定給食施設の設置者に対し、その勧告に

係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

(立入検査等) 

第 24 条 都道府県知事は、第 21 条第 1 項又は第 3項の規定による栄養管理の実施を確保する

ため必要があると認めるときは、特定給食施設の設置者若しくは管理者に対し、その業務に関し

報告をさせ、又は栄養指導員に、当該施設に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書類その他

の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

2 前項の規定により立入検査又は質問をする栄養指導員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者に提示しなければならない。 

3 第 1項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

第 72 条 次の各号のいずれかに該当する者は、50 万円以下の罰金に処する。 

一 第 23 条第 2項の規定に基づく命令に違反した者 

二 第 43 条第 1項の規定に違反した者 

三 第 57 条第 2項の規定による命令に違反した者 

 

第 74 条 次の各号のいずれかに該当する者は、30 万円以下の罰金に処する。 

一 第 24 条第 1 項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせず、若

しくは虚偽の答弁をした者 

二 第 61 条第 1 項(第 63 条第 2 項において準用する場合を含む。)の規定による検査又は収

去を拒み、妨げ、又は忌避した者 

 

第 75 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は

人の業務に関し、第 72 条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又

は人に対して各本条の刑を科する。 


